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・【科学研究費補助金・特別研究促進費による突発災害調査研究平成 28 年度報告】 
「2016 年熊本地震と関連する活動に関する総合調査」 
研究代表者 清水 洋 （九州大学大学院理学研究院） 
・【科学研究費補助金・特別研究促進費による突発災害調査研究平成 29 年度中間報
告】 
「2017 年 3 月 27 日に栃木県那須町で発生した雪崩災害に関する調査研究」 
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1. はじめに  
 





































2016 年熊本地震は 4 月 14 日 M6.5（最大震


























震源は Saiga et  a l。  (2010)による３次元速度
構造を用いて， Double Difference 法によって
決定された。図中の震央は地震前（ 1996 年～）
[期間１ ]，4 月 14 日 M6.5 以降～ 4 月 16 日 M7.3





こ の 地 域 の 通 常 発 生 し て い る 地 震 活 動 は
期間 1 の分布から見て取れるように，断層お
よびその周辺の広範囲に分布している。この






















前震・本震の地震時すべり分布（ e .g. ,  Asano 


































し，観測点を 250m-500m 間隔で 225 箇所に設
定し，観測点を 250m-500m 間隔で 225 箇所に
設置した。また，測線周辺の 25 箇所にも面的
に配置した。観測は， 2016 年 4 月 30 日～ 5
月 29 日まで実施し，各観測点では，固有周波
数 4.5 Hz の地震計によって上下動及び水平
動の 3 成分観測を行った。 
収録は，Geospace 社製の独立型レコーダで
ある GSX-3 を用い，サンプリング周波数は，
測線上の 225 観測点では 500Hz，測線周辺の























































































従 来 ま で に 別 府 － 熊 本 に か け て 行 わ れ て
いる比抵抗構造調査のデータを総合的に解析
し，比抵抗構造を得た（Aizawa et al.,  2016）。













図 3  観測波形例（上下動成分） (震源時：
2016/5/5 3:17:10.23 ， Latitude: 
33.0335 °N  Longitude: 131.1548 °E  


















































































































































































図 13 熊本市内における地表地震断層の出現位置と活断層の位置 





3.1 GNSS による地殻変動観測 

































2017 年１月 29 日より GNSS の座標系が


























た：中尾茂 1，松島健 2，田部井隆雄 3，大久保慎人
3，山品匡史 3，大倉敬宏 4，西村卓也 5，澁谷拓郎 5，
寺石眞弘 5，伊藤武男 6，鷺谷威 7，松廣健二郎 6，
加藤照之 8，福田淳一 8，渡邉篤志 8，三浦哲 9，太
田雄策 9，出町知嗣 9，高橋浩晃 10，大園真子 10，
山口照寛 10，岡田和見 10（1. 鹿児島大学，2. 九州
大学，3. 高知大学，4．京都大学，5. 京都大学防災
研究所，6. 名古屋大学，7. 名古屋大学減災連携研究







 2016 年４月 14 日 21 時 26 分，熊本地方を震源と
する気象庁マグニチュード（以下 Mj）6.5 の地震が
発生し，その 28 時間後の 16 日深夜 1 時 25 分，Mj7.3
（Mw7.0）の直下型地震に伴い，長さ 30km に及ぶ
地表地震断層が生じた．地震発生以降，主に大学の





























































































































































































































































阿蘇山では，2014 年 11 月 25 日から始まった
マグマ噴火が 2015 年 5 月まで継続し、その後は
火口内で水蒸気噴火を繰り返す様式へと推移した。
2015 年 9 月 14 日と 10 月 23 日には少量のマグマ
が関与した水蒸気噴火が起き、小規模な低温の火
砕流も発生した。これら一連の水蒸気噴火活動は
2016 年 3 月まで継続した。2016 年 4 月 16 日の
熊本地震本震後にごく小規模な噴火が起こったが、
地震後の火山活動の高まりはしばらく認められな
かった。そして地震の半年後の 2016 年 10 月 8 日
に爆発的噴火が発生し、一連の噴火活動が終了し
た。 















旧を行なった。また、2016 年 6 月に、広帯域地震
観測点(KAFT)を増設し水平動一成分が故障した
本堂観測坑道 STS1 の代替えとして Trillium 




本震後の 4 月 16 日 08:30JST に気象庁より阿蘇
火山の噴火が報告されている。また、この日の午
前 5 時 30 分には、有色噴煙が北方にたなびいてい
るのが南阿蘇村河陽で確認されている。しかし、
その流れ方からは、噴出の勢力は前日までの噴気
















































4 月 16 日から 4 月下旬にかけて，2Hz, 3Hz 等に
明瞭なスペクトルピークをもつ短周期の火山性微
動が連続的に発生した．しかし、同様の連続的な火














これらのことから、2016 年 7 月以降にマグマ溜ま
りの膨張が再開したと考えられる。また、2016 年
10 月はじめから長周期地震や B 型地震の活発化も
観測された。短周期連続微動の振幅も 10 月 5 日か
ら増大しはじめた。10 月 8 日の爆発的噴火の前に
も、これまでの噴火と同様な前兆的変動が観測さ
れていたことになる。そして 10 月 7 日に二酸化硫
黄放出量の増大(15000t/day)がとらえられ、同日
21 時 52 分の噴火に至った。その後、火口直下の
膨張を示す傾斜変動と長周期パルスの発生をへて、












れており（宮縁・他 JPGU 2017）、1979 年 9 月
6 日のマグマ水蒸気噴火（約 40 万トン）や 1990 





























布の成因を推定した。 2016 年 4 月 14 日から






で ,強震 ,遠地 ,測地データを用いたジョイント
インバージョンを行った。断層モデルの構築
に あ た っ て は , 地 表 地 震 断 層 位 置 , 余 震 分







の強震動を起こした 4 月 14 日と 16 日の地震
では ,どちらも主な断層破壊がやや深い破壊
開始点から震度 7 の地点に向かって ,北東方
向上向きに伝播していたことがわかった。  
また，集中した強震動分布の成因について
は，以下が考えられる。たとえば 4 月 16 日の
















た。4 月 14 日の地震も規模は小さいが同様の
現象が起きたと見られる。  
一方，京都大学防災研究所のグループは，  
強震波形記録を用いて 4 月 14 日 21 時 26 分の
地震と 4 月 16 日 1 時 25 分の地震の震源破壊
過程を推定した  (Asano and Iwata ,  2016)。解
析方法はマルチタイムウィンドウ線形波形イ
ンバージョン法（ Hartzel l  and Heaton,  1983）
を用い，強震波形記録に適用した。時空間の
平滑化は Sekiguchi  et  al .  (2000)に従い，平滑
化の強さと第 1 タイムウィンドウフロントの
伝播速度は ABIC 最小規準（ Akaike,  1980）に
よって決定した。  
4 月 14 日 21 時 26 分の地震は，地震直後の
余震分布及び防災科学技術研究所 F-net のモ
ーメントテンソル解の情報から，日奈久断層
帯 北 端 部 付 近 で の ほ ぼ 鉛 直 の 断 層 面 （ 走 向
212 度，傾斜 89 度，長さ 14 km，幅 13 km）
を仮定し，13 地点の強震記録から得られた速
度波形 3 成分（ 0.05–1 Hz）を解析した。深さ
11.4 km の破壊開始点付近にすべりの大きな
領域が見られたほか，北東側のやや浅い部分
（深さ 5 km 程度）にもすべりの大きな領域
がみられた（図 17 右下）。  
 
 
図 17 （上） 2 枚断層モデルを仮定した 4 月
16 日 1 時 25 分の地震（ Mw7.0）の最終すべり
分布。（左下）4 月 14 日 21 時 26 分の地震（青）
と 4 月 16 日 1 時 25 分の地震（赤）の断層面
の位置及び 24 時間以内の余震の震央。（右下）
4 月 14 日 21 時 26 分の地震（ Mw6.1）の最終
すべり分布。  
―15―
地震モーメントは 2.04×101 8 Nm（ Mw6.1），
平均すべり量 0.36 m，最大すべり量 1.2 m で
あり，右横ずれのすべりが主であった。最適
な第 1 タイムウィンドウフロントの伝播速度
は 2.2 km/s と推定された。なお，すべり分布
と直後の余震分布の関係は相補的であるとと
もに，1999 年から 2000 年のまとまった地震
活動の震源は 4 月 14 日の地震のすべりの大き
な領域の外側を取り囲むように分布している。 
4 月 16 日 1 時 25 分の地震については  ,日
奈久断層帯北部（走向 205 度 ,傾斜 72 度 ,長さ
14 km,幅 18 km）と布田川断層帯（走向 235
度 ,傾斜 65 度 ,長さ 28 km,幅 18 km）に沿った








さは約 8～ 10 km であり，モーメントテンソ
ル解のセントロイドが深めに決まっているこ
ととも調和的である。地震モーメントは 4.50
×10 1 9 Nm（ Mw7.0），平均すべり量 1.9 m，最


















層面を離散化する点震源を 0.2 km 間隔で高
密度に配置し，モデルパラメータを定義する
Control  Point は従来の解析と同程度の 1.8 km
間 隔 で 配 置 し た 。 各 点 震 源 の す べ り 量 は









析モデルの地震モーメントは 4.62×101 9 Nm
（ Mw7.0），平均すべり量 1.8 m，最大すべり
量 4.8 m となった。最適な第 1 タイムウィン
ドウフロントの伝播速度は 2.5 km/s である。








いった主要な特徴（図 19）は， 2 枚の断層面
















図 18  （上）再解析した 5 枚断層モデルによる 4

















始し，図 20 の各点でおよそ 2 週間から 1 か月
の余震観測を実施した（一部では観測を継続）．
おもに被害が甚大であった地域を中心に観測
を行い，益城町には 13 点（図 20 の上図），西
原村では 5 点，阿蘇市と南阿蘇村には 4 点，
熊本市から宇土市にかけて 21 点設置した．得











































































4 月 16 日 MJ M A7.3 地震において，長周期地震





図 22 に周期 2.0-4.0 秒の平均速度応答値空
間分布（減衰 5%）を示す．熊本県西原村で
応答値が最大となり， KMM004，熊本市南区




層上に位置し， MJ M A7.3 の地震における 3 観
測点の速度波形 S 波主要動部の後には，周期
2-4 秒の振幅の大きな後続波が見られる．  
 
図 22 2016年 4月 16日 MJ M A7.3の地震の震源
断層と周辺における周期 2-4秒平均速度応
答値の空間分布．断層モデルは小林・他






























（ 19/APR/2016,  M5.0,H11km の地震）と


















































微動観測は， 2016 年 9 月 30 日 -10 月 1 日，
12 月 17 日 -19 日に実施した．地震計には可搬
型加速度計 JEP-6A3-10（感度 10V/g，ミツト
ヨ 社 製 ） ， 収 録 器 に は ト ラ ン ス ミ ッ タ ー
RS-AD24（ AD 分解能： 24bit，アルニック社
製），GPL-6A3P（ AD 分解能： 24bi t，ミツト
ヨ社製）を用いた．サンプリングは 100 Hz，
アレイ半径は 0.6-500 m とした．観測された
微 動 記 録 か ら 空 間 自 己 相 関 法 1 ) を 用 い て
Rayleigh 波の位相速度を推定し，さらに遺伝
的アルゴリズム 2 )を用いた逆解析によって S
波速度構造モデルを推定した．図 23 に 3 地点
で推定された S 波速度構造，および 1 次元地
盤増幅特性を示す．表層から S 波速度 2.5 km/s

















っている 1)．  
微動観測は，2016 年 9 月 20 日 -22 日に実施




RS-AD24（ AD 分解能： 24 bi t，アルニック社
製）を用いた．サンプリングは 100 Hz である．
図 23 に微動アレイ観測位置を示す． JAM・
TMR・SMJ では半径 0.6-36 m の微動アレイ観
測， MSK1-8 では地表地震断層を跨ぐ測線上
で半径 0.6 m の極小微動アレイを 100 m 間隔
で高密度に実施した． JAM， TMR， MSK8 は
臨時余震観測を行い，TMR は建物被害調査で
被 害 率 が 大 き か っ た 地 点 で あ る ． ま た ，
MSK2-3 間，MSK7 付近に地表地震断層が出現
している 2 )．観測された微動記録から空間自
己相関法 3 )と CCA 法 4 )を用いて Rayleigh 波の
位相速度を推定し，さらに遺伝的アルゴリズ
ム 5 )を用いた逆解析によって S 波速度構造モ
デルを推定した．図 25 に推定された S 波速
度構造を示す． JAM・ TMR・ SMJ の 3 地点に
おける表層の S 波速度はいずれも約 100 m/s
と同程度だが，TMR では表層より深部の層の
出現深さが深い．図 26 に MSK1-8 測線の推定
された S 波速度構造の推移を示す．地表地震
























図 25 推定 S 波速度構造．  
 
 















































平成 28 年 4 月 14 日 21:26 に MJMA=6.5,深さ
11 km,28 時間後の 4 月 16 日早朝 1:25 に MJMA
＝ 7.3,深さ 12 km の直下型地震が熊本県益城
町付近で発生した。いずれも最大震度７を記
録し,最大地表加速度(PGA)はそれぞれ 1,580 
gal, 1,362 gal を記録した。これら前震,本













定的であった。しかし 4 月 16 日の本震により,
































面せん断試験機を用いて 12kPa, 25kPa の低応
力下で飽和定体積一面せん断試験を実施した


























































































































































された：佐伯琢磨 *・中村洋光 *・高橋郁夫 *・
内山庄一郎 *・内藤昌平 *・はお憲生 *・大井昌
弘 *（ * 国立研究開発法人 防災科学技術研究
 
 










い て は ,30市 町 村 が 関 わ る 災 害 と な り ,政 令
市 , 
地方中心都市 ,中山間地域へと多方面に影響  
が及んだ。余震の発生回数が多いことが ,その  
後の被災者の行動を特徴づけた。震度 1以上の
余震回数が ,7月 26日に発災後はじめて０とな
り ,余 震 恐 怖 に よ る 避 難 は 落 ち 着 き を 見 せ て
いる。しかし ,避難所の避難者数は未だ 1800人
を 超 え て お り ,避 難 所 解 消 の 目 途 は 具 体 的 に
はなっていない。今後の広域複合災害への教
訓 と 対 策 を 考 察 す る こ と を 目 的 と し ,避 難 行
動を中心とした被災者の実態を明らかにする。 
 
(2) 直接被害が地域社会に与えた影響  
 
震度 5 強以上見舞われた市町村は ,4 月 14
日地震では熊本県 14 市町村 ,16 日地震では熊
本県 30 市町村 ,大分県では 6 市町 ,その他 ,福
岡県 ,佐賀県 ,長崎県 ,宮崎県とその影響は広
範囲にわたった。最も被害が甚大であった熊





含む建物被害が 84,000 棟 (図 31)を超えた。






宇城市おいては 7,000 棟超 ,菊池市におい









図 31 熊本県市町村における住家被害  
（り災証明書交付件数に基づく。 8 月 9 日現









(3) 被災救援に与えた影響  
 
地震や土砂災害等 ,災害の直接的な影響で
の死者は 49 名に上った（表１）(内閣府 ,2016)。
そのうち ,家屋倒壊による死者は 37 名 ,土砂
災害による死者は 9 名 ,火災他の要因による





活かし方等の検討 ,の必要性が想定される。  
 
表 1. 直接死の発生と死因  
 
 
熊本県においては ,直後には 18 万超（ 4 月























































































































































益城町 20 19 1
南阿蘇村 15 6 9
西原村 5 5











と考えられる。 2 か月後には 6 千人（ 6 月 13
日 6,431 人）,3 か月後には 5 千人弱（ 7 月 13
日 4,870 人）と余震が収まるにつれ ,避難者も
減少した。しかし ,ほぼ 4 か月たった 8 月 11
日現在でも 1,803 人が避難所で避難生活をお
くっている (図 32)。なお ,本分析における避
難者にかかるデータのうち ,4 月 25 日から 5
月 14 日までは朝夕 2 回にわたって避難者数が





図 32 熊本県避難者数の推移と余震発生回数  
(熊本県 ,2016)(気象庁 ,2016) 
 
(4) 避難所における被災者の実態  
 
現 在 も 避 難 所 で 生 活 を 続 け る 被 災 者 の 実
態解明のためのデータ整理ならびに分析を実
施した。最も被害の密度が濃く ,町全体が被災






第 5 クール（ 7 月 1 日～ 7 月 16 日）の食事
券配布状況（ 7 月 3 日現在）から ,避難者 782
名（未整理 2 人）うち ,益城町民である避難者
は ,752 人（ 337 世帯） ,それ以外の避難者  28
人であった。 60 歳代が全体の 23.4%,70 歳代
が 14.2%で ,60 歳以上で全体の 38.4%を占める
(図 33)。  
                            
 
























どであることがわかった (図 35)。  
 





















図 35  生活再建支援金の申し込み状況 
 
 



































（ * 新潟大学 危機管理本部危機管理室,** 
兵庫県立大学 大学院環境人間学研究科,*** 




























熊本地震が発災した平成 28 年 4 月 14 日（ M6.5,









発 災 当 初 よ り 各 避 難 所 で は エ コ ノ ミ ー ク
ラス症候群の注意喚起 ,弾性ストッキングの
配布等がおこなわれていたとのことであった
が ,車中泊被災者は避難所に訪れていない場  
合が多く ,その予防活動は限定的であった。実
際には発災後 ,特に 4 月１ 6 日におきた本震
（ M7.3,最大震度７）の地震により車中泊は著













熊 本 地 震 に お い て エ コ ノ ミ ー ク ラ ス 症 候
群の原因となる深部静脈血栓症（ＤＶＴ）に
対する組織的な活動が始まったのは ,震災後 5




ニングで 17 日間 ,延べ 65 か所で 2023 名 ,第二
次スクリーニングが 23 日間 ,延べ 38 か所３７
２ 名 に 下 肢 超 音 波 エ コ ー が お こ な わ れ た 。 
一次スクリーニングでは 2023 名中 185 名
（ 9.1％）にＤＶＴを認めた。また検診ではＤ
ＶＴ予防の啓発活動（図 38） ,  既往症や生活
状況のアンケートも行われた。  
統計学的解析の結果 ,地震後眠剤使用 ,年齢
























































































































































発 法 人 防 災 科 学 技 術 研 究 所 強 震 観 測 網
K-NET,KiK-net,広 帯 域 地 震 観 測 網 F-net,気
象庁の強震波形記録を使用した。また,地すべ
り発生機構の現地調査および土質試験には防
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図 -2  1997年から2016年にかけての月降水量
（上図）と月平均GPS可降水量（下図）の変化。
坂出（2017）より引用。 
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図-10 レーダーネットワーク表示例 
図-8 朝倉レーダ反射強度の降雨減衰補正効果の
比較 2016 年 6 月 25 日 0:40 の仰角 5 度の観測例





























































































位計はIn-Situ社製Rugged TROLL 100 Data Loggerで
あり，水位測定の基準点測量は株式会社Hemisphere











まず，本調査期間中最も降雨量の多かった 6 月 20




次に，4 月 17 日から 18 日にかけて，そして，6 月
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